


住吉市民病院跡地に整備する新病院等に関する基本構想

大　阪　市


はじめに

「大阪市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」（2018（平成30）年３月）によると、本市の2015（平成27）年の高齢化率は25.3%で、2025年には27.0％になるものと推計され、本市においては、今後、ますます高齢化が進むことが見込まれている。
このような状況にあって、本市では、認知症高齢者支援を本市における重要課題と捉え、認知症高齢者等にやさしい地域づくりを推進していくため、国の「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～」（新オレンジプラン）を基として認知症施策の推進に取り組んできた。
かかる重要課題に、より高いレベルで取り組むことを目指し、本市のシンクタンクであり、かつ、先進的な認知症研究に取り組んでいる大阪市立大学（以下「市大」という。）に対して、長年認知症医療・介護の現場を担ってきた市立弘済院の知見を活かして認知症対策の拠点を担うことを要請し、吹田における現地での病院建替えについて検討を重ねてきた。
他方で、市立住吉市民病院の医療機能等が大阪急性期・総合医療センターに継承され、2018（平成30）年4月より大阪府市共同住吉母子医療センターが開院したが、地域でなお不足する小児・周産期医療に対応するため、住吉市民病院跡地に無床の診療所を設置し、外来診療を実施しながら、当該医療圏における小児・周産期医療の在り方について、これまで検討を重ねてきた。また、市大においては、認知症の研究をより一層推進することにより、原因究明や予防、治療法の確立等に取り組むことを主たる目的として、治療を行う病院等の運営を担うことも含め本市と協議を進める判断がなされた。
こうした経過の中で、市民への健康医療・福祉サービスの向上を最優先に、これらの課題について総合的に対応するとともに、持続可能な病院運営等を目指し、市大が運営することを基本とした施設（病院、介護老人保健施設、研究施設）を住吉市民病院跡地で本市が整備することとしたものである。
この施設は、総合的な認知症対策の拠点として、先進的な研究により、認知症の原因究明や予防・治療法の確立等に取り組む研究施設を核とし、その附属施設として市域の認知症及び身体合併症における医療を担う病院と介護老人保健施設を設け、地域の関連施設と連携して、新オレンジプランで掲げる循環型の仕組みづくりに寄与するとともに、施策と連動した人材育成を担うほか、今後見込まれる医療・介護費用の増加の抑制を目指すこととし、あわせて、大阪市南部基本保健医療圏における小児・周産期医療の充実を図るものである。
本基本構想は、このような役割を担う施設の医療機能や施設整備計画等について、「住吉市民病院跡地に整備する新病院等に関する検討会議」での議論を踏まえて、本市が取りまとめたものである。


2019（平成31）年４月　


目次
Ⅰ　基本理念	1
１　基本理念	1
２　認知症及び小児・周産期医療を取り巻く状況と対応	1
(１)　認知症医療等	1
(２)　小児・周産期医療について	3
Ⅱ　新施設の機能	4
１　新病院	4
(１)	基本方針	4
(２)	医療機能	6
2　介護老人保健施設	11
(１)	基本方針	11
(２)	介護機能	11
３　研究施設	13
(１)	基本方針	13
(２)	市大から提示のあった研究内容等	13
４　地域連携・人材育成	22
(１)　基本方針	22
(２)　地域連携・人材育成機能等	22
Ⅲ　施設整備計画	24
１　敷地概要・条件等	24
(１)	敷地の概要	24
(２)	敷地のインフラ整備状況	24
２　施設概要	25
(１)　建築計画	25
(２)　構造計画	27
(３)　整備方針	27
(４)　整備スケジュール	28
Ⅳ　事業計画	34
１　新病院	34
(１)	収益の設定	34
(２)	費用の設定	35
(３)	収支概算	36
２　併設老健	37
(１)	収益の設定	37
(２)	費用の設定	37
(３)	収支概算	38
3　研究施設等	39
(１)	収益の設定	39
(２)	費用の設定	39
(３)	収支概算	40
Ⅴ　参考資料	41
１　弘済院について	41
２　将来推計等	45
３　大阪市における認知症の人への支援	48
４　認知症疾患医療センターについて	53
５　住之江診療所について	55
６　小児・周産期医療について	56
７　住吉市民病院閉院後の患者動向	64




[bookmark: _GoBack]




	1	

